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■建築研究所研究課題■
既存建築物の地震後継続使用のため
の耐震性評価技術の開発（H28-30）

地震後の継続使用性を確保するための
杭基礎構造システムの構築に向けた研究

～熊本地震から1年半後の杭基礎被害に対する建築研究所の取組み～

上部構造

基礎構造

現行基準に適合した公営住宅が「大地震後に継続使用」できなくなる問題が顕在化

背景︓東⽇本⼤震災での杭基礎被害
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立面図
上部構造物の壁部材にも被害

平面図
①通りが大きく沈下

コンクリート既製杭の被害



現行基準に適合した公営住宅が「大地震後に継続使用」できなくなる問題が顕在化

背景︓東⽇本⼤震災での杭基礎被害

⑦下部定着コンクリート打設 ⑨上部定着コンクリート打設
⑧ジャッキアップ ⑩埋め戻し

①山留め・1 次掘削 ③仮受鋼管杭圧入
②基礎ばり鋼板補強 

④2 次掘削・杭調査 ⑤既存杭切断・補修
⑥増し杭圧入

鋼板補強 

水平拘束材 

ジャッキ 

サポート 

キャッピング

既存杭 
仮受 
鋼管杭 

増し杭 

復旧期間︓11ヶ⽉
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背景︓熊本地震での杭基礎被害

1984年5階建て公的な共同住宅
上部構造の被災度︓軽微〜⼩破
住⺠退去後，取り壊し

1980年3階建て庁舎（2012年補強）
上部構造の被災度︓中破
傾斜したまま使⽤，取り壊し予定

4

現行基準に適合した建築物が「大地震後に継続使用」できなくなる問題が顕在化



⽬的

①熊本地震において杭基礎が大きく損傷した被害要因分析
（解析）

②大地震後に継続使用性を判断するための基礎構造システ
ムの損傷評価（実験）

③大地震後に損傷した基礎構造システムの合理的な復旧手
段の提案（実験）

⼤地震後の継続使⽤性を確保するためのコンクリート系杭基礎構
造システム（杭体・杭頭・部分架構）の構造性能評価に資する技
術資料の収集を⽬的とした研究を⾏う
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研究⼿法

これまでに実施している被害要因分析 項⽬①

1 現地調査による被災建物の損傷：上部中破・基礎大破（西側の杭頭部の損傷が顕著）
2 ヒアリングによる継続使用性の判断基準：杭被害による恒久復旧を断念
3 耐震補強された上部構造物の耐震性：十分な耐震強度を保有
4 地盤応答を考慮した杭基礎破壊の検証：東西の地盤性状の違いの影響を評価予定
5 観測記録に基づく被災建物の動的応答評価：上部構造物の実際の揺れ性状を推定予定

既製杭が損傷した庁舎建築物（耐震改修済み）
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X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10

Y0

Y1

Y2

Y3

Y4

364760 18 0 12 26

285598 18 9 0 12 30

調査対象杭No.1

調査対象杭No.2 調査対象杭No.3

0

39

74

Unit:mm

Unit:mm

Unit:mm



これまでに実施している実験概要 項⽬②③
既製杭

場所打ち杭
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実大杭体 実大杭頭部 縮小部分架構

Vartical Jack

Horizontal
Jacks

Horizontal
Jacks

Specimen
＋－ ＋－M/Q

29
95

m
m

Control point

縮小杭頭部

吊り
ジャッキ

中央
ジャッキ

軸力
ジャッキ

吊り
ジャッキ

実大杭体 縮小部分架構

8m

建物自重による軸力
＋地震による変動軸力

地震荷重

4m

基礎梁

杭1階柱
パイル
キャップ

実際の試験体実際の試験体

90°回転

⼤地震時の応⼒を再現した実⼤部分架構 項⽬②
公開実験案内：1月HPで掲載予定
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